
 

 

議員発案第５号 

 

 

学費と教育条件の公私間格差是正にむけ、私学助成の増額・拡充を求める意見書 

 

 

上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

平成２７年１０月２日 

 

 

 提出者 加茂市議会議員 茂 岡 明与司 

 賛成者 同 三 沢 嘉 男 

 同 同 藤 田 明 美 

 同 同 白 川 克 広 

 同 同 森 山 一 理 

 同 同 樋 口 浩 二 

    

    

 

平成２７年１０月８日議決 

 

加茂市議会議長 山 田 義 栄 



学費と教育条件の公私間格差是正にむけ、私学助成の増額・拡充を求める意見書 

 

今日、全国では約３割の高校生が私立高校で学んでおり、私立高校は公立高校と同様に公

教育に重要な役割を担っています。 

平成２２年度より公立高校の授業料無償化が実現し、平成２６年度入学生から年収９１０

万円以上の世帯は学費負担が発生することになりましたが、年間約１２万円の学費負担にと

どまっています。一方、私立高校では世帯収入により授業料の一部を補う就学支援金と自治

体独自の学費軽減制度で一定に学費負担が軽減されていますが、入学金を含む初年度納付金

は全国平均約７２万円（平成２６年度）、就学支援金を差し引いても約６０万円の学費負担が

なお残されています。 

また、私立高校の専任教員数は公立高校との比較において少なく、専任教員一人当たりの

生徒数は公立高校が１４.９人に対して、私立高校の平均は１９.６人で約１.３倍となってい

ます。 

憲法および教育基本法は「教育の機会均等」をうたっていますが、公立高校に比べて高額

な学費を負担し、その上教育条件も厳しい状況となっていることは、これらの法に照らして

も憂慮すべき状況です。 

こうした立場に立ったとき、未来を担う子どもたちのために教育予算を増額し、私学に通

う生徒・保護者の学費負担を軽減し、私学教育本来の良さをいっそう発揮するための教育条

件の維持・向上をはかるために、私立高校生への就学支援金の拡充と私立高校への経常費助

成の増額・拡充が求められています。 

政府並びに国会におかれましては、、私学教育の充実をはかる立場から、下記の事項につい

て特段の措置を講じられるよう要望いたします。 

 

記 

 

１．私立高校生への就学支援金制度を拡充すること。 

２．私立高校への経常費助成を増額・拡充すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 

  平成２７年１０月８日 

 

加茂市議会議長 山 田 義 栄 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 閣総理大臣  

様 

文部科学大臣  

財 務 大 臣 

総 務 大 臣 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 



 

 

議員発案第６号 

 

 

学費と教育条件の公私間格差是正にむけ、私学助成の増額・拡充を求める意見書 

 

 

上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

平成２７年１０月２日 

 

 

 提出者 加茂市議会議員 茂 岡 明与司 

 賛成者 同 三 沢 嘉 男 

 同 同 藤 田 明 美 

 同 同 白 川 克 広 

 同 同 森 山 一 理 

 同 同 樋 口 浩 二 

    

    

 

平成２７年１０月８日議決 

 

加茂市議会議長 山 田 義 栄 



学費と教育条件の公私間格差是正にむけ、私学助成の増額・拡充を求める意見書 

 

新潟県では、高校生の約２割は私立高校で学んでおり、私立高校は公立高校と同様に公教

育に重要な役割を担っています。 

平成２２年度より公立高校の授業料無償化が実現し、平成２６年度入学生から年収９１０

万円以上の世帯は学費負担が発生することになりましたが、年間約１２万円の学費負担にと

どまっています。一方、私立高校では国の就学支援金と県独自の学費軽減制度により、授業

料と施設整備費の一部の学費負担が軽減されていますが、入学金を含む初年度納付金は県平

均で約５７万円（平成２６年度）で、国・県の学費支援後も年収３５０万円未満の世帯で約

１８万～２６万円、年収３５０万～９１０万円未満の世帯で約４０万～４６万円の学費負担

が残されたままです。 

また、私立高校の経常経費に対する助成は「２分の１以内」に限定されてきたために、私

立高校は教育条件を整備する上で、さまざまな困難をかかえてきました。全教員に占める専

任教員の割合は、公立高校が約８割を占めるのに対し、私立高校は約６割にとどまっており、

不足分を期限付きの教員で補っているのが現状です。 

こうした立場に立ったとき、未来を担う子どもたちのために教育予算を増額し、私学に通

う生徒・保護者の学費負担を軽減し、私学教育本来の良さをいっそう発揮するための教育条

件の維持・向上をはかるために、私立高校生への就学支援金の拡充と私立高校への経常費助

成の増額・拡充が求められています。 

新潟県におかれましては、私学教育の充実をはかる立場から、下記の事項について特段の

措置を講じられるよう要望いたします。 

 

記 

 

１．私立高校生への県独自の学費軽減制度を拡充すること。 

２．私立高校への経常費助成を増額・拡充すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 

  平成２７年１０月８日 

 

加茂市議会議長 山 田 義 栄 

 

新 潟 県 知 事  様 

 



 

議員発案第７号  

 

 

議案の提出について  

 

 

下記の議案を別紙のとおり加茂市議会会議規則第１４条の規定により提出

いたします。 

 

記  

 

１．件 名  

 

「加茂病院改築事業基本設計」に基づいた県立加茂病院の

早期建設を求める決議  

 

平成２７年１０月８日  

 

加茂市議会議長 山田 義栄 様  

 

 提出者  加茂市議会議員  樋 口 博 務  

 賛成者  同  安 武 秀 敏  

 同  同  亀 山 重 光  

 同  同  大 平 一 貴  

 同  同  白 川 克 広  

 同  同  三 沢 嘉 男  

    

     



「加茂病院改築事業基本設計」に基づいた県立加茂病院の早期建設を求める決議 

 

新潟県病院局は、平成２７年１月に「加茂病院改築事業基本設計の概要」を

公表しました。 

この計画に対し、小池市長は何点かの要望をいたしましたが合意に至ってお

らず、改築事業は当初の計画通りに進んでおりません。 

小池市長の思いは理解できますが、加茂市民は早期開院を強く切望しており

ます。しかしながら、現時点では、平成２９年度の開院は難しい状況と言われ

ています。 

そこで、小池市長におかれましては「加茂病院改築事業基本設計」に基づき

改築事業の進捗が図られるよう、計画通知の事務処理等に協力し、県立加茂病

院の早期開院のため努力されることを要望いたします。 

 

以上決議する。 

 

 

平成２７年１０月８日 

 

加茂市議会 


